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2A14 民間企業の研究開発におけるアウトソーシンバの 業種別比較 

0 丹羽富士 雄 ( 政策研究大学院大学 ), 清家彫 敏 ( 富山大学 ) 

はじめに 

企業においてアウトソーシンバは 益々強力な戦略的手段になりつつあ る。 他方、 研究開発はそれ 自身 極 
めて戦略的な 領域であ り、 「選択」と「集中」によって、 戦略目標を効果的に 達成することが 求められて 
いる。 いわゆる研究開発におけるアウトソーシンバであ る。 しかし、 我が国の現状は 未だその端緒につい 

たばかりであ り、 明確な事例もそれほど 多くはない。 21 世紀が地球規模の 競争と協力の 時代であ ることを 
考えれば、 研究開発におけるアウトソーシンバは 必然であ り大勢になると 思われる。 著者らはそのような 
考えの下に、 製造業における 研究開発のアウトソーシンバを 研究しようと 発起した。 まず、 主として計量 
的な分析によって 我が国の製造業における 研究開発のアウトソーシンバの 動向を探ろうとした。 本稿はそ 

の 結果を紹介するものであ る。 
アウトソーシンバとは 

アウトソーシンバの 文字通りの意味は 外部資源の活用であ る。 最近のアウトソーシンバは 単なる外部資 

源の活用という 活動面ばかりではなく、 その戦略的な 面を重視し、 「戦略的ツール」とされる。 アウト 
ソーシングは 業務の企画・ 設計という領域と 業務の運営という 領域とで位置づけられ。 花田によれば、 両 

領域の機能を 有する、 すなわち業務の 企画・設計と 運営とを共に 外部化した場合だけをアウトソーシンバ   

としている。 しかし、 研究開発活動は 活動自身が既に 戦略的であ る。 従って、 花田モデルをそのまま 借用 
することは必ずしも 適切ではない。 そこで、 表 1 に示すような 分類枠組みを 作成した。 

使用した 祐計 

使用した統計は 以下の三つであ る。 

1. 外部支出研究費 ; 総務庁、 「科学技術研究調査報告」。 研究開発におけるアウトソーシンバに 関する 
データと考える。 

2. 海外現地法人の 研究開発費 ; 通商産業省、 「我が国の海覚事業活動」。 海外に基礎研究所を 設立し、 海 
外の優れた人材を 雇用した場合に、 頭脳のアウトソーシンバと 考える。 

3. 技術 輪 人の対価支払 額 ; 総務庁、 「科学技術研究調査報告」。 アウトソーシンバの 前段階と考える。 
三者とも正確にはアウトソーシンバのすべてを 測定しているものではない。 何よりもアウトソーシンバ 

という概念が 生まれる以前からの 統計であ り、 概念が普及した 以後においても、 アウトソーシンバという 
明解な概念の 下で実施された 行為はそ う 多くはないと 思われる。 従って、 本稿における 分析は、 アウト 
ソ 一・九 ノバ という概念が 当てはまると 思われる技術開発活動の 動向を定量的に 分析したという 性格のもの 

であ る。 

外部支出研究費の 動向 

「覚部支出研究費」とは「覚部に 委託した研究 ( 共同研究を含む ) などのため支出した 研究費」であ る。 

その総額は 1986 年から 1996 年の 11 年間に 4,970 億円から 1 兆 83 億円と 2 倍強に増加している ( 年平均増加率 

は 7.5%) 。 一方この間に 民間企業が支出した 研究費は 6 兆 1202 億円から 10) ㎏ 84 億円に増加している ( 同 5   
3%) 。 外部支出研究費は 全研究費の増加率よりも 2 ポイント以上の 伸び率で増加してきた。 業種では、 自 
動 車工業の 3,412 億円 (1996 年、 以下同じ ) 、 運輸・通信・ 公益 業の 1,802 億円、 通信・電子・ 電気計測器 
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工業の 1,504 億円、 医薬品工業の 1,193 億円 (11.8%) が多い。 
業種 毎 の全研究費に 対する外部支出研究費の 割合は、 業種毎の研究開発の 外部支出すな む ちアウト ソ一 
，ンング の大きさを表すと 考える ( 表 3( め 参照 ) 。 製造業全体の 平均 (1994 年から 96 年までの平均、 以下同 
じ ) は 7.9% であ る。 全体の傾向は 微増、 特に 1990 年以降は堅調に 増加している。 この割合が大きいのは、 
自動車工業の 26.2% 、 石油製品・石炭製品工業の 23.1% 、 医薬品工業の 16.5% 、 「その他の製造業」 ( 中 

でも楽器・レコード 製造業のアウトソーシンバが 大きいと言われている ) の 8.5% であ る。 
なお、 多くの業種でこの 割合は激しく 変動し、 あ るいは突発的な 増加が見られる。 例外は通信・ 電子・ 
電気計測器工業で、 外部支出研究費の 絶対額は大きく 安定的に増加しており、 最近 3 年間の増加率は 33.3% 
と他業種に比べて 突出して大きい ( 表 30) 参照 ) 。 次いで増加率が 多い業種は出版・ 印刷業 (25.2%) 、 
「その他の製造業」 (21.7%) 、 窯業 (17.7%) 、 精密機械工業 (13.7%) であ る。 
アウトソーシンバの 相手 

民間企業の外部支出研究費の 相手として、 最も額が多いのは 民間の研究機関であ り、 1996 年度の統計 
( 以下同じ ) では 4,635 億円 (49.1%) であ る ( 表 2 参照 ) 。 以下、 会社等の 2,519 億円 (26.7%) 、 外国の 
1,170 億円 (12.4%) 、 国公立大学の 624 億円 (6.6%) と続く。 一方、 増加率で見るとその 年平均増加率が 
最も大きいのは、 外国への研究費支出であ り、 19.5% であ る。 
総務庁の報告書では 業種別の大学への 支出研究費の 統計がない。 そこで、 国公立大学に 関しては業種別 

支出研究費を 推測し、 私立大学に関しては 推測するには 誤差が多き過ぎると 考え、 総額だけを推測した。 

会社等から大学に 支出された研究費は 1986 年の 248 億円から 1996 年の 384 億円に増加している。 年平均の 

増加率は 5.5% であ る。 業種別では、 医薬品工業の 支出研究費の 145 億円 (11 年間の平均でで、 51.0% の 
，ンエ ア ) 、 総合化学・ ィ ヒ字繊維工業の 16 億円 (9.0%) 、 食品工業の 22 億円 (7.8%) が多い。 
総務庁の統計では 外部支出研究費の 対象相手として、 外国については 一括した分類があ るだけで、 相手 
機関の種類、 例えば大学か 企業かといった 細分類はない。 その定義は、 情報収集等の 委託、 委託研究や共 

同研究を対象にした 研究費の支出であ り、 外国における 研究所の建設やそこにおける 独自の ( すなわち親 

会社の委託研究や 共同研究とは 無関係の ) 研究活動は対象外と 考えられる。 そのような研究費の 支出額は 
1986 年の 224 億円から 1996 年の 1,170 億円にまで急激に 増加している。 年平均の増加率は 19.5% であ る。 
業種毎に大差があ り、 もっとも特徴があ るのは医薬品工業であ る。 1986 年の 42 億円から 1996 年の 509 億 

円 に急増している。 その年平均増加率は 31.2% に達し、 その結果医薬品工業の 平均シェア (1995 年と 1996 
年 ) は 42.5% に達している。 なお、 この業種の特徴は 他の業種と違って、 外国への支出研究費が 滑らかに 
増加している ( 凹凸が小さい ) ことと、 近年の増加率が 大きいことであ る。 次に特徴的なのは 通信・電子 

・電気計測器工業であ り、 13 億円から 191 億円に増加している。 その年平均増加率は 125% に達するほどの 
急増であ る。 最近 2 年間のシェアは 17.4% であ り、 これは 2 番目に大きい。 一方、 自動車工業は 24 億円から 
始まり 131 億円に達している。 最近のシェアは 8.2% で 3 番目に大きい。 その年平均増加率は 29% であ る。 
表 3 に以上の分析を 踏まえていく っ かの指標を示す。 いずれも最近 3 年間の値であ る。 
(a) 外部支出研究費の 研究開発費に 対する割合。 研究開発面でのアウトソーシンバの 大きさを示す。 
の ) 外部支出研究費の 成長率。 研究開発でのアウトソーシンバの 動向を把握できる。 
(c) 国立大学、 民間および外国への 外部支出研究費の 構成。 アウトソーシンバの 相手毎の構成が 分かり、 
業種 毎の アウトソーシンバの 戦略の性格が 浮かび上がる。 

いずれも最下段に 製造業全体の 数値を示してあ る。 これは製造業全体の 平均値であ り、 この数値と比較す 
ることにより、 各業種の特徴を 把握できる。 

外部支出研究費の 研究開発費総額に 対する割合は、 その業種の研究開発の 風土がオープンであ るか ク 
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ローズドであ るかを示唆している。 オープンな研究開発の 風土とは、 例えば、 研究開発の過程が 一種モ 
ジュール化されており、 研究開発の成果をそのモジュールの 位置で交換可能な 場合であ る。 上表では医薬 
品 工業の研究開発風土がオープンであ ることを示唆している。 実際、 医薬品工業はバイオ 等新薬のシーズ 
の発掘や薬品の 安全性の検査を 外部機関に活発にアウトソーシンバしていると 言われる。 相手先は国内の 
大学と覚国の 比重が相対的に 大きい。 外国ではバイオ 等の先端的な 研究開発をしている 大学やべンチャー 
企業に研究を 委託したり、 共同研究をしたり、 あ るいは研究の 成果を購入していると 言われる。 同工業は 
同じようにシーズ 発見と安全性検査を 目的として国内の 大学にも研究費を 支出している。 しかし、 その 額 
は 微増しかしていない。 

外部支出研究費の 研究費総額に 対する比率が 最も大きい業種は 自動車工業であ り、 研究開発風土は 非常 
に オープンであ るように見える。 しかし、 その実態は主として 系列企業との 間の委託研究や 共同研究が多 
いと考えられ、 統計数値が示す 程はオープンではないようであ る。 また、 外部支出研究費の 研究開発費 総 
額 に対する比率が 大きい業種に 石油・石炭製品工業があ る。 しかし、 この業種はそもそも 研究開発費が 多 
くなく、 技術が熟しており 研究開発のフロンティアも 広くはない。 探索的な性格が 強く、 本格的なアウト 
ソーシングとは 考えられない。 

海外現地法人の 研究開発費 

通商産業省は「我が 国企業の海外家事業活動」で 日系企業の海覚における 研究開発費を 調査している。 
ここでいう研究開発費は 日系企業が現地において 支出した研究開発費で、 人件費、 原材料費、 減価償却 費 
あ るいは固定資産購入費、 その他で構成されている。 製造業全体の 海外現地法人の 研究開発費は 1986 年の 
436 億円から 1994 年の 1,516 億円に約 3.5 倍弱に増加している。 業種別構成では ( 最近 3 年間の平均値 ) 、 電 
気 機械工業の 47.0% 、 化学工業の 26.7% 、 輸送用機械工業の 8.5% の順であ る。 
この統計は米州、 欧州 (EU) 及びアジアという 地域別に細分 ィヒ されている。 この 3 地域における 研究開 
発費支出の構成を 見ると米州 47.8% 、 欧州 45.0% 、 アジア 7.2% であ る。 欧米では 1990 年前後で急増してお 
り 、 その要因は電気機械工業であ る。 アジア地域でも 近年増加しており、 その増加要因は 電気機械工業と 
輸送用機械工業であ る。 各地域毎の内訳を 分析すると、 米州では化学と 電気機械、 欧州では電気機械が 大 
きな割合を占めるのに 対して、 アジアではいくつかの 業種に分散している。 このような業種の 構成は、 欧 
米では (1) 基礎研究機能、 即ち基礎研究を 中心とした研究所を 設立して、 現地の優れた 頭脳を雇用して 先 
端的な研究を 実施して、 技術シーズを 確保する、 と (2) 製品開発機能、 即ち現地の工場で 生産している 製 
品について現地の 顧客の要求や 状況に適した 開発を実施する、 という 2 目的があ る。 一方、 アジアでは (2) 
の 製品開発機能に 特化している 状況がよく表わされている ( 表 4 参照 ) 。 表からは様々なことが 読み取れ 
るが、 化学工業と、 電気機械の海覚頭脳のアウトソーシンバ 傾向が強 い ことが読み取れる ( 研究開発費に 
対する海外現地法人の 研究開発費が 大きく、 アジアの比率が 小さい ) 。 

技窩輯人 の 対 Ⅰ支払 額 

特許の外国からの 購入は研究開発のアウトソーシンバの 前段階と考える。 表 5 は業種毎に技術貿易の 状 
況を指標 ィヒ した数値を示す。 研究開発費に 対する技術輸入の 対価支払類比率 ( 以下対価支払 額 比率 ) は 研 
究 開発における 外国産技術の 大きさを、 技術貿易の支払 額 に対する受け 取り額の比率 ( 技術貿易収支 比 ) 
は国内技術の 強さを、 受け取り額の 地域構成はどの 地域に強い技術 源 があ るかを各々示している。 
対価支払比率が 大きく技術貿易収支比が 小さい「その 他の工業」と「その 他の輸送用機械工業」は 技術 

基盤強化のために 外国技術の吸収に 努力している 業種と言える。 対価支払 額 比率は大きく 技術貿易収支 比 
も 小さくない繊維工業は 多角化のためのシーズ 発掘に努力している 業種と言える。 実際、 表 3( のに見るよ 
うにこの業種は 大学へのアウトソーシンバの 割合が大きい。 他方、 技術貿易収支比が 1 前後で対価支払 地 
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率 が平均値を越えている 医薬品工業と 通信・電子・ 電気計測器工業は 国内技術基盤を 元に外国とのアウト 

ソーシングに 努力している 業種と言えるのではないだろうか。 

業種別のアウトソーシンバの 佳祐 

以上の 3 つの分析をまとめて、 業種別のアウトソーシンバの 性格を考察し、 表 6 にまとめた。 さらに アウ 
ト ソーシングの 対象相手毎の 特徴的な戦略を 表 7 に例示した。 

おわりに 

以上の分析から 得られた政策的な 含意を整理する。 
(1) 民間の研究開発におけるアウトソーシンバは 今後増加する。 
経営戦略の確立及びそれと 融合した技術戦略の 確立が必須になる。 
(2) 民間の研究開発における 外国へのアウトソーシンバも 今後拡大する。 
外国からのアウトソーシンバを 円滑にできる 環境の整備が 必要になる。 
(3) アウトソーシンバを 担 う 人材の育成が 急務であ る。 
アウトソーシンバに 必要な人材の 育成と確保を 目標にした施策が 必要になる。 
(4) 国内大学へのアウトソーシンバを 増加する。 
競争と優れた 業績という 良 循環を確立する 政策の確立が 期待される。 
(5) アウトソーシンバを 高度化し、 多様化する。 
産官学各分野の 努力とその協力が 望まれる。 
本研究は研究として 端緒についたばかりであ る。 既存の統計データを 分析し、 10 数件の面接調査を 実施 
してまとめたものの、 今後より詳細なケース・スタディおよびそれに 基づいた理論の 構築が必要と 思われ 

る 。 読者諸兄のご 批判 ご 助言を乞 う 次第であ る。 

なお、 本研究に当たっては 科学技術政策研究所におけるアウトソーシンバに 関する懇談会において 様々 
な 示唆を受けた。 ここに感謝申し 上げる。 

表 2 民間企業の外部支出研究開発費 (1996 年 ) 

表 1 研究開発におけるアウトソーシ 

研究 描尭 の実施 

独自で実抗する 

研究 曲発 独自で実 億す 甘報 収集、 特許 牡入 、 

の 企画・ る クロスライセンス、 

柱材 海外蕃 硅 研究所 

バートナーと コンサルタント 

共に実拉する 

ング の種類 

パートナーと 共 

に実 構 する 

委託研究 

共同研究、 コン 

カレント R 及 D 

分野 支出額 ( Ⅲ億円 )  バー ト 支出額 ( Ⅲ億円 ) 

ナ一 

自 民間 739.39  (78.4%  )  会社 お 1.91  (26.7%  ) 

  民営の研 耶 3.47  (49.1 好 ) 

先世 " 

私立大学 舛 ． 01 ( 乃 %) 

匡 ・ 地 孫 ． め ( 6.9%  )  国公立大 62.41  ( 6.6%  ) 

先公共   

団体 匡 ・公営 ひ 4  (0 ． 3%  ) 

"% 桟 " 
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表 3 製造業の外部支出研究費に 関する指標 (1994 年～ 1 卵 6 年 ) 
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表 4 海外現地法人の 研究開発活動 (1 的 4 年～ 1 り 6 年 ) 
      
R 及 D 駆ぴ n 田 t Ⅰ。 Ⅲ ネ ㏄ cl 伊 ㏄ 皿 ㎡㏄ Sh 荻 0 ㎡㏄Ⅰ㏄㏄ R な D はか n 一 

㎡ t は e 

OVVe 甘 0%  ゆ a.  R&Dtot ぬ R 祇ぬ 瓜 ㏄ 面 a  EU  (%)  A Ⅰ a 
yen) (tn.y 珂 ( ㈲ ( ㈲ (%) 

F 。 。 d 1.010(0 ・ 60 0 ． 勿 0.49  74. ㏄ 5. ㏄ 19% 

Te ㎡ l ㏄ 1.2 万 (0 ・ 83) 0 ．㏄ 1.32  帖． 62  2.20  29.16 

珂坤 p ヰ， 0 ・ 382(0 ・ 24) 0 ．㏄ 0 ． 抑 45.48  33.12  21.39 

ぬ ， 面 ， の ・ 861( 乃 ・ 73) Ⅰ 57  2 玉 9  253  %.75  ム m 

廿 m 毎 tcel 0.561(@0.36) 0 ， 万 0 ．㏄ 56.91  3277  Ⅰ 0 コ 0 

Nm 一た m ㎎ 3.173(200 0 ． 14  219  ㏄． 12  4.76  7.10 

G. 血塊Ⅱ 恥呼 7.667(5.01) 0 ．㏄ 1.14  57.65  %.6 Ⅰ 7.73 

皿 ㏄㎡㏄ 1 皿・ Ⅱ・ 763(46.90 3.10  ム 31  33.31  61. ㏄ 4. ㏄ 

Tr 社 り砂 rn  e    12.W  8.4 の 1.33  0.96  47. 即 29.31  お ． 毬 

片 ㏄五味 温 1.956(1. 鶉 ) 0 ． 32 0.59 58.32 打． 30 14.36 

Pe 廿 noleu ⅡⅠ 0 ・ 081(0.05 Ⅰ 0 ．㏄ 0 ．の Ⅰ 4.35  0 ． m  め ． 孫 

0 此此 七 rInanu.  l1.14 代 7.29) 1, 刀 0. 舵 29. ㏄ 53.65  16.69 

Mmufa く五皿・ Ⅰ 52.8 お (lm.0) 8.59  1. 竹 47.78  45.01  7.19 
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表 5 技術輸入の対価支払 額 (1994 年～ 1 り 6 ヰ ) 
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ぬプ Ⅲ。 正 0 Ⅲ・ R がめ of Ratio@of@ V ， S ・ A ， Europe 

yen) 卍 ymn 軸 tto  r ㏄ 沖 p 尽め 

R&D p@ Ⅰ yIl' 。 '1 Ⅰ 

ほぴ n く廿 t 噸 Ⅰ 
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3. ㏄ 7 2.556 1.216 0.565 0 ． 435 

1.772 1. 何 8 5.055 0 ． 525 0 ・ 475 

拉よ偲 3.167 0 ・ 958 0 ・㏄ 8 0 ・ 392 

芙 ． 727 2. 舛 2 2. ㏄ 6 0 ・ 812 0 ． 188 

169.090 7.573 0 ． 792 0 ． 82j 0 ・ 175 

8. お 6 0 ・ 706 20.870 0 ・ 328 0 ． 672 

捲 ． 臼 1 14.6 ㏄ 0 ・ 友 0 0 ． 712 0 ・㌍ 8 

11.788 3.351 0 ・ 693 0 ・ 875 0 ． 125 

24.306 16.689 0 ・ 297 0 ． 83@ 0 ・Ⅰ 65 

398.399 4.527 1.4 Ⅰ 9 0 ・ 22 0 ． 勿 8 

表 6 アウトソーシンバの 特徴による業種分類 

  研究 サ 支出の柏手   

民間 大学 丹田 

大学 & 丹田 

研 オ一 医薬品 肝僑 ・才子・ ち 

究 プ ・ ノ 気計棚器 

  ク 発 パルプ・ 紙 、 石油・ 金品、 臆案 、 億稚 、 % 台化学 ゴム製品、 その 

0  ロ一 石炭 援品 、 プラス 鉄仁 ・化学Ⅰ経、 抽 他 の 拾 法席枯荻、 

ぬ ズ チック製品、 金比興 脂 ・ 接科 その他の工業 

  

        自勒車 

特祇 なし : その他の化学エ % 、 非鉄金片、 枯枯 、 宙 九枝 楯 器具、 甘 古枝枝 

表 7 パートナー毎の 特徴的戦略 

  大学 丹田 

アウ 1. 上流の部品や 素材の共同 1. 多角化を背景にした 甘報 1. 丹田の技術 廿 報の人手 

ト 傭発 収集、 被指導や探索研究 ム 丹田の 先苗 技術の専 入 

ソ一 2. 下流の製品の 共同曲 発 ム 先坊技術シーズの 確保 3. 外目の社会制度の 活用 

シン 3. 水平方向での、 リスク や 4. 丹田の人材 ( 創造性や兵 

グの コストの分担 穏 な視点 ) の確保 
戦略 

5. コ一 ソー 、 ン、 ノバ 


